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臨時国会を開催して、「重大課題」の審議を
臨時国会の召集問題が焦点となっています。日本共産党や民主党、維新の党などの野党は、憲法５３条の「国会議員の４分の１以上の要求があれば臨時国会を開かなければならない」に基づいて政府に召集を求めていますが、安倍内閣と与党の自民・公明両党は、安倍首相の外交日程などを理由に応じていません。　　　　ｐ先の通常国会で成立が強行された「戦争法」や「環太平洋連携協定（ＴＰＰ）交渉」の大筋合意など審議すべき重大問題は山積しているのに、憲法にもとづく臨時国会召集の要求に応じない安倍政権は、国政を担う政権としての資格が問われます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ「戦争法」は国会でまともな説明ができないまま与党が強行したため、成立後の世論調査でも国民の７割が政府の「説明不足」を指摘する状態です。安倍政権は成立後も説明を続けると言っていたのに、首相官邸のインターネットのホームページに簡単な特集ページを作ったぐらいでほとんど実行していません。「戦争法」は９月末に公布され、来年春までには施行されます。臨時国会を開き、政府に責任を果たさせることが不可欠です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ通常国会後の大問題として「ＴＰＰ」交渉の大筋合意があります。その中身が国会の決議を踏みにじり、日本経済と国民の暮らしを破壊するものであることが日に日に明らかになっています。臨時国会での追及が求められます。　　　　　　　　ｐ安倍政権は通常国会閉幕後に内閣を改造し、１９人の閣僚のうち１０人が交代しました。改造の狙いや新閣僚の所信を明らかにさせ、今問題になっている「政治とカネ」などの疑惑を質すうえでも臨時国会は必要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐこれらの重大課題での審議のため、臨時国会の開会を求めた野党の要求に、安倍政権は外交日程が立て込んでいることや年末の予算編成などを理由に応じていません｡しかしながら､外交日程といっても今後予定されているのは１１月初めの韓国、中国との首脳会談と、１１月１５日から１週間ばかりの国際会議です｡年末の予算編成でいえば､昨年は１２月が総選挙でした。いずれも臨時国会が開けないほどの理由ではなく､政権の資格が問われます｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ菅官房長官は臨時国会召集について聞かれると、政府に法案の準備があればと答えていますが、これこそ国会軽視です。国会は政府の下請けではありません。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください
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ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
「桑名市総合医療センター」建設工事について　　　１、 全体工程（病院新規開業は２０１８年４月予定）
　準備工事着手　２０１５年１０月、　工事完了　２０１８年１月
　工事中、大型ダンプ、生コン車が１日に６０台―８０台通る。　　　　　　　　　２、 工事車両搬入路計画
　病院の間のゾーン３０（市道記念線）と病院南側のアピタとの間（市道中央京橋線）。病院より東側は工事車両は通らないように検討中。アトレ桑名、ラ・ポルテの児童の通学路は遠回りに自主的に変更（本来必要ないのだが）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３、 近隣住民説明会の議事録は現在情報公開を求めていますが、次のような質問が出されました。　① 住民の個人情報は守られるのか。② 近隣の家屋調査（隣接する数件のみ）を。③ 騒音・振動対策と測定を。④ １週間と全体だけでなく１か月の予定を掲示。⑤ ビル風は。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４、確認すべき事として次の事が考えられます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　① 説明会呼びかけの範囲が狭い、他はどうするのか。（後日、近隣他地区の方とも病院と交渉を行いました。）② 文書での建設協定が求められる。窓口（住民側の代表）の設定。③ 事故があったら直ちにすべての工事をストップさせる。
桑名のいじめ防止について
桑名市では、国の「いじめ防止対策推進法」の制定（平成２５年）に基づき、「桑名市いじめ防止基本方針」（＊）を策定（平成２６年５月）して、いじめ防止に向けた取組を進めています。　教育委員会では平成２６年１０月に「桑名市いじめ問題専門委員会」に諮問した「桑名市におけるいじめの防止等の施策について」１０月２３日に答申を受けました。　答申書は、①「桑名市いじめ防止基本方針」に基づくいじめ防止等の対策（これまでの取組の評価）、② 優先して取組むべき課題、からなっています。　優先して取組むべき課題として、① スクール・カウンセラーやスクール・ソーシャル・ワーカーの積極的な活用、② 教師が、子どもたちの自殺の間違った認識を改める、③ スマートフォン等の依存を減らして、豊かなコミュニケーションについて社会で考えていく、等々が上げられています。

桑名市教育委員会では、この答申の内容を真摯に受け止め、今後の施策に反映していくと言っています。

（＊）「桑名市いじめ防止基本方針」には、① いじめの基本的な考え（基本理念・定義・理解等）、② いじめ防止等のための施策（委員会等の設置・体制の整備等）、③ 学校が実施するいじめの防止等に関する施策（学校基本方針の策定・組織・取組・措置等）、④ 重大事態への対処（報告・調査等）、が盛り込まれています。
リニア新幹線
―大義ない巨大開発は中止をー
日本共産党は２４日に「リニア中央新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幹線問題を考えるつどい」を名古屋市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　内で開き、国土交通省が認可し、ＪＲ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東海が用地買収等に着手した９兆円を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　超える巨大開発の大義のなさを告発し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　闘いを交流しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　挨拶で畑野衆院議員は、リニア新幹線　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は必要性もなく自然・生活環境破壊を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　招くものであり、｢国家プロジェクト｣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と呼ぶ安倍政権の姿勢を批判。ズサン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　な環境影響調査で住民をあざむくＪＲ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東海に対し住民運動で建設中止、自然・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生活環境守る闘いを訴えました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シンポジウムでは、３人のパネリスト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が発言。橋山禮治郎・千葉商科大学大                                       学院元教授は、「経済性、技術、環境                                         保全性が欠如している。災害時の輸送                                      代替という目的も成り立たず、立ち止                                      まって見直すのは政治の責任だ」と述                                          べました。自然保護協会の辻村千尋さ                                      んは、活断層を貫く危険性を指摘し、                                      「自然環境を壊すことは文化、人間の                                      つながりを壊すことになる」と強調し                                         ました。日本科学者会議の長田好弘リ                                      ニア研究連絡委員会代表は、トンネル                                      工事や超電導技術について、「技術・                                        信頼性・安全性が確保されておらず、                                       環境破壊もはかりしれない。中止・撤                                       退する以外にない」と強調しました。　　　　　　　　　　　　                各地の住民や地方議員、専門家ら１０                                      人も報告。ストップ・リニア訴訟弁護                                         団は「環境影響評価は場所も明記しな                                      いズサンなものだ。５０００人が不服                                       審査を出しており、認可撤回訴訟を起                                           こすと語りました。
桑名市内大深度（地下数十ｍ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　を横断―２０３８年からー　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　活断層、水源、活断層の問題が。

１０月１６日、１７日、発行の「しんぶん赤旗」（日刊紙）

「桑名市寺町通り商店街」の記事を貼り付ける。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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Ｎｏ．２４５　　　　２０１５年　　１０月　２９日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５













































































